
下 飩 辣
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東日本と西日本、太平洋と日本海を結び海外へと

"■
月く,「本州中央部広露交流圏(仮称)Jの構築

～ 高速交通網を最大限に活か した交流の拡大を実現します ～

リニア中央新幹線は 饉上交通として世界最適のスピードと大量輸送能力を併せ持っており その

関

"に
よって =S県と首●● 0哀動

"ま
た将来的には 近量目が短時間で結ばれ 産業猥員や

交湾人

…

とを通した い 化が効時できます

また い にlFたにリニア中央新動 わることで 3働手

―

 曰● 崎

間 晨贅等に0した移動が可鮨となります

更には 目的地での滞在同間の増加 `域観光の実用 

―

拡大 企業進出による副詞の

工大 二地域居住のような=格
ならイフ攻0イ ‖ataじど 様 な々影口をもたらすと考えらねぷす

このようなリニア中央新幹触の里籠剣果を 広く県内に波及させるため アクセス摯 備や在

来線の利便慟0上など ¨ 備に取り●み韻 また 地崚によつては 暴内りニア駅 (注)

にmえて 山梨県駅ゃ藪口凛蠍り利旧も見込まれることから そのアクセス機おの強化に取り綸みます

なお 屁聡降 については その実現に向l,今後 関瀬 おいて 適切に役割を分0するも

のとします

注 |リ ニア
ー

線の県内に餞■されるRのも弥ま未定であるため ここでは
'県

内リニア駅Jと表:aします

曰燎に山穀  崚皐県に口■きヽる駅は『山梨噸 j「餞阜県劇 とします

“

策の方向1 リニア中央新幹線を基輸とした交通ネットワークの構築

0「新要時潤J , 最小涙0朝 1停車する列車 (連連′イカ ll想定したも0
■● :県企画3●●l政策ll(口■文燿奮交通政策●腱会篠● 4■ 0■薇鸞告書0データ

`,)

′
    ′
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ソニア中央新幹絡の概要

※,三ァ中央斎

“

I10■摯 =凛主

"で

ある■ lR3鉄道 lalは 平成264秋以螢 B田 な晰絆コルー

|や燎位
=を

公表する予定



第 3 f●来像の実現に向けて

■ 県内 リニア駅 と道路網 とのアクセス機能の確保

o新規 拡充
●多くの中 リニア駅を利用できるよう また彙外からの鶴光害 ビジネス害等が県nを広く

移動できるよう 県内 りニア量と運路●●の員蠅

`ア
クセRI●鮨を趣保します

。広嬌●0移□の機には 中央曰●苺邁を利

…

スマートイレターチェ

レジの設3など 県内リニア駅と

―

のアクセス性

―
●摯D 下

'3地
属及び上,椰地燿においては 県内リニア収とのアクセスに一餃道を消用す魏 合

も多いと見込まれることから 国ヨ15-摯 ネットワークの整薇に取り鍮み議

●B劇り軍による県内り二,■稿見ものために ′ヽ一つアントライド用の十分な潟模の最事場をn月

辺に整備します

。県内りニア収と県内主要都市や彗光地0とのアクセス■保のために 高コ ス 路線閲設に取り組み

ま■

●県内リニア駅と¨ 域とを動や スヽ嗚颯闊設に取り組みます

。リニア中央新幹線と高コ スヽ 路″ スヽとの乗り換えの利便性確保のため 県内りニア駅曰辺にバ

スターミナ′た 設置します

0三遠南信自動車道を利用した愛知県や静岡県からのIR内 リニアIRでの乗陽のあ発など 県四 ニア

駅の県丼への釈勢軒 拡大をめざします

!|●  ■

「 '1・
 ==■ i : |  |:     ‐ |
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棗 「所 望 時 間 (格 肝 )Jは  県 内 り■ 夕 l● を

`し

奎 て 0駅 に停 車 ,も 列 ネ (名駅 停 睾 タ イ カ を 想 定 し 県 企 画 部 支

通政策課において推計



口 県内 リニア駅 と鉄道 とのアクセス機能の確保

0新規・椰読
●鉄逮利用者の利便性を高めるため 県内りニアRと 」R餃田線とのお節を確保し 円滑な乗り継き

を実現します

。りニア中央新幹線のアクセス薔像であ引 ∩飯0線の利便慟つ上 高速化 悛層住のE保に取り綸

な ,
●」R飯0線の鐘持や鯵 性化を図るため 迪鰈と交通事業書が一体となつた利用に進に取りは

みます

☆県内リニア欧の 10当たりの乗障人員は,6.800人 |

★IR内を発着するリニアの時間短縮使益は年間約110億円 !

県内リニア駅の乗降者数は 1曰当たり詢6800人と見込まれます これは 国土交通つか
公表している に 国幹線派客純流ll調査 (平成 17年)Jを基に 新幹線開業後の人の流れを加

味して淮計したものこ

また リニア中央新幹線を利調して県内と県外を行き来する場合の優間短●健盤は 年間詢

110億円と見込まれま,こ れは リニア中央新幹線によつて短縮される崎間を 国が示す手

漱に寧撻して■ほ価菫に換
"し

たものです
10当たりの晨

―

便益は 共にい て求めているため、
|1彗議査て 

「
タ

〓
っあくまで

　

　

¨
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務 3 将来像の実■ ,向 けて

困 山梨県駅・ 岐阜県駅 とのアクセス機能の確保

■新規 拡充

,山梨県訳 岐阜県駅の利用に当たり 今後生じると見込まれる県域を越えた交画面での課題の解消

に向|サ 山梨県 岐阜県との連携を深めます

。本県では リニア中央新幹線に設置される4つ

の中間段のうち 3つの中間駅 (県内リニア駅

山梨県駅 崚阜県欧)の利月な見込まれること

から 県外のリニア駅槌 点にした県内

`地

ベ

の広域的なアクセスの硼呆刊蜀週 レートの設定

に取り担みます

。山梨県駅と諏あ 松本方面 あるいは岐亭県駅

と木曽 松本方面との鉄道Tl月による円滑な移

動を実珂するため JR中央本線● 」ett向上

高薗

` 
快適性の確保に取り組みま■

●山梨県駅とW・D 松本方面この良好なアクセス

を確保するため 高速バス路線●謁證に取り組

みます

。t製県駅 岐阜県駅との●動車によるアクセス

性の確保に取り組みます

困 魅力ある駅空間の創造

0新滉 拡充
●県内リニア恥 , i関の玄閲□J

をしで さヽわしい特6 魅力等

を備えたものとなるよう 験機

籠 駅8デザイン等につしヽて

交通事業者と十分な椰譴 検討

を行います

。バス タクシー発着スペースの

確保 リエア中央新幹線とJR
飯麟 との円滑な乗り継きの実

現寺により 2次交通σメ!便性

向上を図り 県内リニア駅に風

域交通の核となる機能をII_せ

るとともに 地域振興や観光の

拠点としての活用も推進します

・ 県内リニア駅の3称は 地域のt●や魅力を全国に知らしめる有効な手段となることから その決

定に際しては 交通事業者と十分な協議 検討を行しヽます

,=′ 中央新幹線駅^● アクセスイメージ図

獣扱び鑽nュ。ィメーソ回 (支HI日■交通娑交通漱素審饉働
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資料 2-2

県内リニア駅乗降人員の予測について

1 予 ll方法

0 国土交通省が 5年に 1回実施している「全国幹線旅客純流動調査Jを基

に 目的別 (業務 観光 私月 )、 手段別 〈鉄道 自動車 バス 航空)に

旅客人員を分類 .

(注)「全国幹線旅客純流勁調査」は 最新のデータが公表されている平成 17年前

査の結果を使用.

② ①をベースに 将来の人口減少卒予測に基づいて リニア中央新幹線開

業時の旅客人員を推計 .

(注)人 口減少率は 国立社会保障 人日問題研究所の予測を使用

③ リニア中央新幹線のオ1便性 〈時間短縮)に より 自動車など他の交通手

段からリエアに来り換える旅客人員とリニア開業により新規に誘発される

旅客人員をモデル式から求め リニア県内駅の乗降人員を推計.

(注)モデル式は 「交通機関選択モデル式J及び「誘発交通量モデル式Jを使用.

2 予測結果

上記①～◎によって算出される県内リニア駅の茉降人員は 「1日 当たり約

6800人Jとなる。

(参考)他駅との比較

*乗換機能を有する駅の1日 当たり果車人員

塩尻駅 リニア県内駅 岡谷駅 軽井沢駅

3 775人 3 400人 3.043ノ、 2 732人

(注)塩尻駅 岡谷駅 軽井沢釈|ま 平成 23年度人員.(JR東日本の公表値)

リエア県内駅の来章人員は 乗降人員 (6800人)の 2分の 1とする



資料 2-3

1 時間短In便益とは

時間短縮便益とは 移lllttr・5の短縮効果の

“

植を貨幣に換算したもの。リ

エア中央新幹線の場合、1年間約110億円]と見込まれる.

時間短縮便益は 事業の計画段階において 費用対効果 (B/C)を求め

る際の参考となるもので、「経済効果」とは,1物。

2 算出方法

「国土交通省 :鉄道プロジェクトの1平価手法マニュアルJに基づき、・ 1分

早く目的地に到着できることの女幣価値は36● 20銭'と いう前提で算出.

ネ時間短縮便益―「1年間のリニア乗車人員J× 「リニア開通によって短

縮した移動時間 〈分単位)」 X i36円 20銭」を地域ごとに求めた総和

*86円 20銭―常見労働者の 1分当たりの平均給与 (H22勤労統計調査)

8分

′日模原

1 9分

甲 府

13分
飯田 下,那

12,
中津川

品 川

15分
名古屋

時間短縮使益について

(飯伊からの所蜃時間)

45分

37分

18分

12分

27分

(参考)新総合交通ビジョンにおいて想定した駅間所要時間 は 駅停車型)

|  |

|



資料 24

企画部リニア推進振興室

新総合交通ビジョン策定により 県の交通施策の方向性が明らかとなる。
平成 25年秋にもリニア中央新幹線の詳細ルート 駅位置が公表され リニア建設への期待が高
まる

リニア中央新幹線の整備効果 (*)を広く県内に波及させることが肝要。
*リ ニア整備効果―移動時間の短縮 交流人口の拡大 地域経済の活性イヒ 社会基盤彗備 等

リニア整備効果を地域振興に結びつけるため 「リニア活用基本構想

“

厠靡,Jを策定する
構想の策定に当たっては 地域関係者や有護者等から広くご意見を伺い 基本構想に反映させる

Oリ ニア開業後の長野県の姿を強く～リニアがもたらすもの～

リエアが地域に与える影響    新たなライフスタイル 等

②リニア時代の地域振興をデザインする～施わ 展開～

広域観光    産業振興    移住 交流 二地域居住 等
◎広域交流0平来像を探る～交流口構想～

県境を越えた交流の拡大

(義蒻 肇 器 |

総合5か年計画
新総合交通ビジョン
飯伊地域づくり基礎調査

施 策 の 具 体 イヒ

1 051千 円 (一般財源 )

3施 策 展 開

4基 本 構 想 の 内 容

5ス ケ ジ ュ ー ル

■ ,審麟 1 ‐ 1肇三

リニア活用基本構想



資料2-5

中央新幹線 発生土活用に関する概略スケジュール(実

長野県リニア推進振興室

各自治体における検討

※本家は 平成25年3月 時点での想定であり、状況に0じて柔軟に対応する.

条件協議
【」R⇔県】

活用先あり 活用先なし

×嬌田国道事務所 天竜川上流河川事務所等の出先機関を想定

受け入れ条件の整備
【スケジュール調整等】

受け入れ条件の整備
【道路等整備、用地 補償】

受け入れ開始


